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Ⅰ はじめに
2017年６月26日, 金融庁は ｢｢監査報告書の透明化｣ について｣ と題する文書を公表し,
監査報告書への KAM (Key Audit Matters：監査上の主要な事項) 導入に向け, 企業会計審
議会監査部会ならびに日本公認会計士協会に対して具体的な検討を進めるよう促した。
これは, 株式新規公開 (IPO) やオリンパス, 東芝をはじめとする大企業による会計不正





海外諸国では, 英国を筆頭に欧州連合 (EU), 国際監査・保証基準審議会 (International
Auditing and Assurance Standards Board : IAASB) においてすでに KAM導入が始まっている。
米国においても, 公開会社会計監督委員会 (Public Company Accounting Oversight Board :
PCAOB) が2017年６月１日に米国監査基準 ｢監査人が無限定適正意見を表明する場合の財
務諸表監査における監査人の報告書｣ 最終版2) を公表し, 証券取引委員会 (SEC) による承
認を待つだけであったが, 2017年10月23日に最終的に承認され, CAM (Critical Audit
Matters : 監査上の重要な事項)3) の導入が決まった。
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1) 本提言では, 会計監査の信頼性確保に向けて講ずるべき取組みとして以下の５項目を挙げている。
この提言を受けて, すでに, ｢監査法人の組織的な運営に関する原則｣ (監査法人のガバナンスコード)
の最終的な取りまとめや ｢監査法人のローテーション制度に関する調査報告｣ (第一次報告) が公表























文例で示しているように, 標準監査報告書の本文は, 監査対象, 連結財務諸表に対する経
営者の責任, 監査人の責任, 監査意見, および利害関係といった内容で構成されている。文
字数にして約1,100文字である。この構成は, 金融商品取引法監査である限り変わらない。
また, 記載文言に関しても, 被監査会社名と監査対象年度を除けば, 無限定適正意見が表明
される限り, 基本的に変わるところはない。言い換えれば, 監査報告書を読み慣れている読
者にとっては, 無限定適正意見から外れない限り, 監査報告書は○× (pass / fail) の確認だ
けで, 読む必要がないといっても過言ではない。
監査報告書が読む価値を持つのは, 無限定適正意見から外れる場合, すなわち, 限定付適
正意見, 不適正意見, 意見不表明といった監査報告書が作成される場合である。この場合,









4) 金融庁の提言を受けて, 企業会計審議会第38回監査部会 (2017年10月17日) においても, KAM導
入の審議が始まっている。
5) 科学研究費基盤研究 (B) ｢監査報告書変革のあり方に関する理論的・実験的研究｣ (課題番号
16H03684) では, 2017年８月に米国でのインタビュー調査を進め, 現在は KAM導入にかかわる実
験研究を進めており, その成果を今後発表する予定である。
6) 1957年の監査報告書標準様式の公表以来, 基本的な構造は変わらないものの, 2003年と2011年に一
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表明２件, 限定付適正意見１件), 2016年度に至っては, １件 (意見不表明) のみであった7)。
監査報告書がほぼ無限定適正意見で構成され, その記載文言が被監査会社名と監査対象年
度以外, 基本的に同じであるとするならば, 投資家等の財務諸表利用者は監査報告書を○×
式, pass / fail モデルと捉えて一瞥するのみであろう。
Ⅲ 監査意見と情報提供
監査報告書において最も重要な記載事項が監査意見であることは論を待たない。監査意見
の記載方法は変化を遂げてきたが, 現行の監査報告書では, 監査の結論として, ｢一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して, ……適正に表示しているものと認める (か
否か)｣ という文言に収れんされている。しかし, 先にも述べたように, 無限定適正意見を
外れることは非常に稀である。言い換えれば, 監査報告書の大部分は, 財務諸表が適正であ
る, ○ないし pass といったシグナルの表記にすぎない。それでは, 単なるシグナルの表記




はなく, いわゆる監査人からの追加的ないし重複的な情報提供, すなわち, 説明区分での記
載事項であった。補足的説明事項, 特記事項, 追記情報がそれである。






































ここでは, 追記情報が新たに導入された2003年３月期と, 最近, 2016年３月期の東京証券
取引所１部上場企業における追記情報の記載件数とその内訳を取り上げてみよう。
2003年３月期の追記情報の数は, eol データベースによると, 東京証券取引所１部上場企
業約1,200社に対して324件, その内訳は以下のとおりであった。







14 182 123 4 1
(1) 2003年３月期東証第１部上場会社1,200社を対象に調査
(2) 追記情報記載件数：324件







































11) 朴大栄 [2003] によれば, 2002年度の２号限定意見は174件でほぼ同数であった。
12) 日本公認会計士協会 [2014b]
13) 以下の事例についても eol データベースを利用している。
















① 監査報告書 (2016年６月29日付) における強調事項の記載












































具体的には, 検査機システム事業においては, 機能性フィルム, タッチパネル向け
など従来の液晶以外の検査機システムの開発, 販売を強化し新規顧客の開拓を進める
と共に, 成長が見込まれる中国市場や付加価値の高い国内市場にも注力しております。










































































一方, 固定資産やのれんの減損損失の測定, 受取勘定の回収可能性など, 会計処理に見積
りの要素が増えてきている今日, ○×式 (pass / fail) で結論を示し, しかもその大部分が〇
(pass) を示す無限定適正意見だけでは, 財務諸表監査の社会的意義が理解され難い (本来
はこれだけでも十分な意義があるのだが) こと, 監査人にとっても, 監査意見が４種類しか






































とにある｣ と。したがって, 適正表示のもと, 財務諸表の中で利用者に必要な注意を喚起す
べきは経営者の役割である。注意情報, 警報情報等が適切に記載されておらなければ, この
ような財務諸表は表示・公開における限定意見の表明につながるのである。
一方, 本来なら, 監査人は財務諸表が〇か×か (pass / fail) を表明するだけで責任を果た
したことになる。しかし, 監査意見の表明だけで監査人の責任を果たしたことになるにもか

















14) 鳥羽至英・秋月信二 [2000] 80頁。
15) 井上善弘 [2014] は, 代表的な財務諸表利用者である証券アナリストに対して行ったインタビュー




































現在, 世界で監査報告書の長文化, 透明化18) が進められている。日本でも本格的な導入の
監査報告書変革の課題 35
17) 財務諸表等規則第８条の27
18) 金融庁 ｢会計監査の在り方に関する懇談会｣ 提言では, ｢株主等に対する会計監査の内容等に関す
る情報提供を充実させる観点｣ から監査報告書における KAMの記載を監査報告書の透明化の一環と
して捉えている。(金融庁 [2016])
検討が開始された KAM (Key Audit Matters : 監査上の主要な事項) こそ, この問題を解決
する有効な手段になるのではないかと期待される。
Ⅴ KAM導入の意義と課題
英国, 欧州ではすでに KAM の導入が始まり, 米国においても2017年10月に CAM
(Critical Audit Matters : 監査上の重要な事項) の導入が決まった。










(b) ISA705 (改訂) に準拠して表明される無限定適正意見以外の監査意見に代わるもの
(c) 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在し, かつ, 当該
事象又は状況に重要な不確実性が認められる場合に, ISA570 (改訂) に準拠した報告
に代わるもの
(d) 個々の事項に関する個別の意見 (A5A8 参照)
米国においても, 先に触れたように, PCAOBが2017年６月１日に監査報告書にかかわる
新たな監査基準を公表し, 同年10月23日の SECによる承認によって CAMの導入が最終的
に決定された。
PCAOBによれば, CAMとは, 監査委員会とコミュニケーションが行われた, 又は行う
ことが求められた事項であり, かつ, (1) 財務諸表の重要な勘定科目又は開示に関連してお
り, (2) 特に困難, 主観的, 又は複雑な監査判断を伴う事項であると定義されている21)。ま
た, CAMについては, CAMの内容, 監査人が当該事項を CAMであると判断した主要な理
由, CAMに関してとられた監査上の対応, CAMに関連する財務諸表の勘定科目又は開示へ
の言及22) を記載することとされており, ISA同様, 財務諸表に関する情報や監査意見ではな
く, 監査の実施と監査意見の形成に係る情報を提供しようとするものである。
桃山学院大学総合研究所紀要 第44巻第１号36
19) IAASB [2015] 11
20) IAASB [2015] 4
21) PCAOB [2017] p. 11
























報告書同様, 定型文言化 (boilerplate) しないかどうかである。どの会社でも, どの年度で
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Problem relating to Changes in the Auditor’s Report
PARK Tae-Young
This paper discusses “Key Audit Matters and Critical Audit Matters” (KAM/CAM).
KAM (IAASB Standards) are those matters that, in the auditor’s professional judgment, were
of the most significance in the audit of the financial statements of the current period. CAM
(PCAOB Standards in the U.S.) refers to any matters arising from the audit of financial state-
ments that were communicated to or were required to be communicated to the audit committee,
and that (1) relate to accounts or disclosures that are material to the financial statements, and
(2) involved especially challenging, subjective, or complex auditor judgments.
Neither standards apply to information about the financial statement itself or the audit opinion;
rather, they are intended to apply to information that affects enforcement of the audit or the
formation of the audit opinion.
The complexity of recent financial reporting has supported improving the content of the
auditor’s report beyond the current pass / fail model, to include a more relevant context regarding
the audit of financial statements. Thus, an increase in the accounting estimate has required the
auditor to add a paragraph to the auditor’s report to emphasize matters regarding the financial
statements. On the other hand, the emphasis of the paragraph may be inconsistent with “the prin-
ciple of dual responsibility,” which assumes that financial statements are the responsibility of the
company’s management and that the auditor’s responsibility is to express an opinion on the fair
presentation of financial statements based on his or her audit.
KAM/CAM may provide information necessary for financial statement users in a form that
does not violate the principle of dual responsibility. In Japan, examination for the introduction of
KAM/CAM started last year.
In this paper, I consider the introduction of KAM/CAM as a change in the auditor’s report, and
will clarify the problems relating to this purpose.
